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秦野斎場増築改修に伴う火葬炉事業者選定に係るプロポーザル要領書 

 

1 目 的 

秦野市伊勢原市環境衛生組合（以下「本組合」という。）が運営する秦野斎場は、昭和

51 年 9 月に供用を開始し、その後、火葬炉、待合室などを増設して現在に至っている。建

設から 37年が経過し、火葬炉の旧式化、建物の老朽化がみられる現状と、増加が予想され

る将来の火葬需要に対応するため、本組合では、斎場施設の増築改修に着手することとした。 

火葬炉設備は、「墓地、埋葬等に関する法律」(昭和 23年 5月 31日法律第 48号)等の関

係法令等を遵守する必要があるとともに、一連の葬送行為において遺体の尊厳性を保つ上で

最も重要な設備である。 

 その運転においては公害防止に関する排出基準等法的な基準が定められてはいないが、燃

焼排ガス中の大気汚染物質（ばいじん、窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素、ダイオキシン

類等）悪臭、騒音、振動等の環境汚染や周辺環境に十分配慮し、周辺環境に影響を与えない

ことが求められ、また、火葬炉の仕様決定や火葬炉事業者の選定は、建物の必要空間に影響

を与えるとともに、運営及び維持管理についても非常に重要になる。 

 このため、優れた技術水準及び実績を持ち、本組合の斎場運営に誠意と責任をもって対応

できる火葬炉事業者を選定するため、以下に基づき実現可能な設備、また斎場の運営管理に

必要と思われる火葬炉設備等の整備に関する技術提案を公募するものである。 

 

２ 事業概要 

(１) 事 業 名：秦野斎場火葬炉設備工事 

(２) 火葬炉事業者選定方式： 公募型プロポーザル方式 

(３) 予定工期 ：平成 28年度～平成 30年度 

（平成 26～27年度の建築設計への協力を考慮すること。） 

(４） 発 注 者：秦野市伊勢原市環境衛生組合 組合長 古谷義幸 

（５） 供用開始予定年度：平成 31年度（既存火葬場の更新のため、工事全体の完成前の平

成 30年度に火葬炉を供用開始するが、全体が供用開始する平成 31年度を供用開始予

定年度とする。） 

 

３ 火葬炉事業者選定の概要 

  本プロポーザルは、秦野斎場施設整備基本計画に基づき、火葬炉設備の構造や性能はも

とより環境保全対策や省エネ対策等の技術力を備える優れた火葬炉事業者からの火葬炉設

備に係る技術提案を期待するものである。 

  火葬炉事業者の選定は、参加資格要件を満たしている参加者から技術提案書の提出を求

めたのち秦野市伊勢原市環境衛生組合秦野斎場火葬炉事業者選定委員会（以下「選定委員

会」という。）において審査を行い、最優秀事業者及び優秀事業者（次点）を選定する。 

（１）審 査 

参加資格要件を満たしている者の技術提案書内容について内容確認を行い、プレゼン

テーション及びヒアリング審査を実施する。 

（２）参加形態 

単体の事業体による参加とする。 

（３）参加資格要件 
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プロポーザルに参加し、選定者となるためには、参加表明書受付期間の末日から選定

までの全期間に渡って、次の各号に掲げる要件を全て満たしていなければならない。 

 ア 地方自治法施行令(昭和 22年政令第 16号)第 167条の 4第 1項及び第 2項の規定に

該当しないこと。 

  イ 建設業法(昭和 24 年法律第 100号)建設業法第２条第１項の別表に基づく機械器具設

置工事について、特定建設業の許可を受けていること。   

  ウ 機械器具設置工事に係る有効な経営事項審査結果通知を受けていること。 

  エ 秦野市一般競争入札の参加停止及び指名停止等措置基準(平成 17 年 4 月 1 日施行)

に基づく停止措置の期間中の者でないこと。 

  オ 平成 25、26年度秦野市競争入札参加有資格者名簿の工事「機械器具設置」に登録が

あること。 

  カ 事業税、消費税、地方消費税、固定資産税又は住民税を滞納している者でないこと。 

  キ 秦野市暴力排除条例(平成 23年度秦野市条例第 18号)に規定する暴力団員等、暴力

団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものに該当し

ないこと。 

  ク 平成１２年度以降（｢火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針｣（平成 12

年 3 月厚生省生活衛生課長通知以降））に、元請けとして受注し、新築又は改築した

火葬場で２炉以上１系列の火葬炉（火葬炉２炉以上に対し集じん設備等以降の設備を

１つの排気系列)を２系列(４炉以上)以上備え、燃料を灯油とし、自ら設計、製造（炉

の一部の施工実績をを除く）して、設置が完了した火葬炉設備工事の施工実績を有す

ること。 

 

４ 基本方針 

（１）燃焼排ガス中の大気汚染物質（ばいじん、窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素、ダイ

オキシン類等）悪臭、騒音、振動等の環境汚染や周辺環境に十分配慮した設備とするこ

と。また、省エネや温室効果ガス削減対策を考慮した設備とすること。 

（２）高い安全性、信頼性及び十分な耐久性を有する設備とすること。 

（３）火葬炉設備の運転及び維持管理において、費用の軽減が図られる設備とすること。 

（４）遺体の尊厳に十分配慮した設備とすること。 

（５）労働安全衛生を十分考慮した設備とすること。 

（６）災害時及び緊急時における、作業体制や対応に十分考慮した設備とすること。 

（７）将来の火葬炉設備の改修や更新を考慮した設備とすること。 

 

５ 前提条件 

（１）年間火葬件数  2,798件（平成 24年度実績 2,345件） 

供用開始予定年度とする平成 31 年度予測火葬件数（2,551 件）と供用開始から 15 年

後の平成 45年度予測火葬件数（3,045件）の平均の件数とする。 

（２）炉 数  火葬炉７炉（別途予備１炉分の空間を確保し平成 46 年度から 1 炉増

設して 8炉とする計画。） 

（３）型 式   火葬炉 7炉 台車式大型炉（冷却前室、前入れ前出し） 

           再燃焼炉  主燃焼炉直上型、1炉 1再燃焼方式 

（４）燃 料   灯油 

         非常時におけるバックアップ燃料も灯油とする。 
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（５）系   列   火葬炉 2炉 1系列（火葬炉 2炉に対して集じん設備以降の設備を 

1つの排気系列とし、1炉ないし 2炉同時運転することが可能な設備と

する。）又は、1炉 1系列とする。 

（６）炉 内 温 度    主燃焼炉は遺体及び副葬品等を適正に火葬できる炉内温度を保持し、

再燃焼炉内温度はダイオキシン類等の環境汚染物質の加熱分解に必要

な温度である約 800℃以上を保持できる構造とすること。 

（７） 排ガス冷却   燃焼排ガスはダイオキシン類の再生成を防止するために集じん設備

前において 200℃以下に冷却できる設備とすること。 

（８）集じん設備(バグフィルター)  

次頁「（11）環境保全目標値」に示す排ガス濃度の目標値以下を実

現できる設備とすること。 

（９）電気計装設備  

ア 現場操作盤 ： システムは各社独自とするが各設備における動作表示の監視及び制

御ができる機能を有すること。 

イ 中央監視装置：システムは各社独自とするが、パソコンによる集中監視及び制御が

できる設備、装置とし、炉内温度及び炉圧、排ガス温度等のデータが

蓄積でき、火葬炉の運転管理に反映できる機能を有すること。 

ウ モニター設備：排ガス監視用のモニター設備とし、排気筒監視カメラ、モニター設

備及び CO、O2濃度計を各系列に設置すること（データについては火葬

炉操作盤及び中央監視装置に常時表示し、さらに、中央監視装置にお

いては、各種データの記録、保存を行う機能を有すること。） 

（10）火葬重量等   

ア 標準火葬重量 

遺体重量（標準体） 柩重量 副葬品 合計 

７５ｋｇ ２０ｋｇ ５ｋｇ １００ｋｇ 

    ※ 燃焼計算については、遺体体重は 75㎏とする。 

    ※ 遺体重量 100ｋｇ以上の大型遺体の火葬も可能であること。 

 イ 最大柩寸法 

   市販メーカーが製造する最大サイズの柩の火葬も可能であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長さ 幅 高さ 

２，１００ｍｍ ６５０ｍｍ ６５０ｍｍ 
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（11）環境保全目標値    次に示すとおりとする。 

 

 

項     目 目 標 値 

排ガス濃度 

（排気筒口） 

※酸素濃度 12％ 

換算値とする 

ばいじん量 ０．０１ｇ／Ｎ㎥以下 

硫黄酸化物 ３０ｐｐｍ以下 

窒素酸化物 １５０ｐｐｍ以下 

ダイオキシン類 ０．１ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎ㎥以下 

一酸化炭素 平均 30ｐｐｍ以下、最大１５０ｐｐｍ以下 

塩化水素 ５０ｐｐｍ以下 

悪臭物質濃度（敷地

境界線） 

アンモニア １ｐｐｍ以下 

メチルメルカプタン ０．００２ｐｐｍ以下 

硫化水素 ０．０２ｐｐｍ以下 

硫化メチル ０．０１ｐｐｍ以下 

二硫化メチル ０．００９ｐｐｍ以下 

トリメチルアミン ０．００５ｐｐｍ以下 

アセトアルデヒド ０．０５ｐｐｍ以下 

スチレン ０．４ｐｐｍ以下 

プロピオン酸 ０．０３ｐｐｍ以下 

ノルマル酪酸 ０．００１ｐｐｍ以下 

ノルマル吉草酸 ０．０００９ｐｐｍ以下 

イソ吉草酸 ０．００１ｐｐｍ以下 

酢酸エチル ３ｐｐｍ以下 

トルエン １０ｐｐｍ以下 

キシレン １ｐｐｍ以下 

メチルイソブチルケトン １ｐｐｍ以下 

イソブタノール ０．９ｐｐｍ以下 

プロピオンアルデヒド ０．０５ｐｐｍ以下 

ノルマルブチルアルデヒド ０．００９ｐｐｍ以下 

イソブチルアルデヒド ０．０２ｐｐｍ以下 

ノルマルバレルアルデヒド ０．００９ｐｐｍ以下 

イソバレルアルデヒド ０．００３ｐｐｍ以下 

臭気指数 
排気筒出口（濃度） ５００以下 

敷地境界 １０以下 

 

騒  音 

作業室内全炉稼動 ８０ｄＢ（Ａ）以下 

炉前ホール全炉稼動 ６０ｄＢ（Ａ）以下 

昼間敷地境界全炉稼動 ５０ｄＢ（Ａ）以下 

振  動 
作業室内全炉稼動 ６０ｄＢ（Ａ）以下 

昼間敷地境界全炉稼動 ５０ｄＢ（Ａ）以下 
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（12）収骨方法    

収骨室内にて台車上から直接収骨する。 

（13）運転回数    

平均 3回／炉・日が可能であること。 

（14）火葬時間    

着火から消火まで約 65分、収骨が可能になるまでの冷却時間約 15分、全体で約 80

分程度とする。冷却後の台車表面上の温度は、収骨において支障がない温度とするこ

と。 

（15）運転管理    

中央監視室を整備し、火葬に係る燃焼状況、排ガス状況等の火葬炉稼働状況の監視が

行うことができ、各装置における制御操作が可能な設備を設置すること。 

また、運転管理及び環境汚染防止対策に役立つ必要なデータ収集が行うことができ、

それぞれの記録の集積が行え、データ表示ができるシステムとすること。 

（16）安全対策  

ア 斎場利用者及び職員の安全、事故防止に十分配慮した設備であること。 

  イ 日常の運転について危険防止、及び操作ミス防止のために、各種インターロック装

置を設け、非常時の場合、各装置が全て安全側に作動するようにエマージェンシー回

路を設けることとする。 

（17）非常時の運転  

災害時等の停電時には、非常用発電設備から自動的に電力供給を受けるシステムとす

ること。 

（18）工事範囲    

火葬炉設備工事として単独発注することを前提とすること。 

燃料供給に係る工事については、2 次側（給油ポンプ及びサービスタンク以降）から

の工事とすること。なお、必要な項目は各社にて追記すること。 

（19）保  証    

  ア 責任設計施工 

    本火葬炉設備の機能及び性能は受注者の責任により発揮され、かつ、保証されなけ

ればならない。また、受注者は要領書に明示されてない事項であっても、本火葬設備

の機能及び性能を達成するうえで当然必要なものは、本組合と協議のうえ受注者の責

任と費用負担において設計、施工すること。 

 イ 保証期間 

    本火葬炉設備の保証期間は、正式引渡しの日から 2 年以上とし、両者協議により定

める。ただし、受注者による設計上及び受注者の故意又は重大な過失により生じた施

工上の瑕疵については、本火葬炉設備を廃止するまでの期間とする。また、別に定め

のある対象物については、それぞれに示す期間とする。 

  ウ 保証内容 

（ｱ）保証期間中は、火葬炉設備の通常使用における消耗品を除く全ての機器を対象と 

する。 

  （ｲ）保証期間中に生じた設計、施工上の全ての瑕疵については、受注者の負担により速 

やかに修理（補修）、改造又は交換しなければならない。ただし、本組合職員の取扱 

いの不備、過失及び天災等の不測の事故に起因する場合はこの限りではない。また、 

保証期間終了後であっても、受注者による設計上及び受注者の故意又は重大な過失に
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より生じた施工上の瑕疵については、受注者の負担により対処し解消すること。 

  （ｳ）環境保全目標値、技術提案された火葬炉設備に係わる内容については、特に定めの 

ない限り火葬炉設備を廃止するまでの期間保証すること。ただし、金額に関する内容 

については、物価変動等を考慮する。 

※ その他の主要設備、機器については別紙様式 11へ明示すること。 

 

６ 手続について 

（１）事務局 

秦野市伊勢原市環境衛生組合  施設課 

    住   所：〒257－0031 神奈川県秦野市曽屋 4624番地 

電   話：0463－82－2502（代表） 

Ｆ Ａ Ｘ :0463－83－5933 

Ｅメール：keikaku@hadanoshi-iseharashi-kek.or.jp 

（２）参加表明書の提出 

参加を希望する者は、≺様式１≻により参加表明書を提出すること。 

ア 参加表明書提出期限：平成 26年 5月 26日(月) 午後５時まで 

  イ 提出場所： 事務局 

(３) 参加表明書類の確認 

提出された参加表明書類について、要領書に規定する参加資格要件を満足しているか 

を確認し、その結果を書面により通知するものとする。 

なお、通知は、平成 26年 5月 28日（水）に発送予定とする。 

（４）現地確認、質疑等 

   現地確認を希望する者は、前項の参加表明書の提出時に事務局に申し出るものとする。 

   現地確認は、平成 26年 5月 29日(木)から同年 5月 30日(金)までの間で事務局が指定

する日時に実施する。 

技術提案に対しての質問は、≺様式２≻により 

平成 26年 6月 3日(火)午後５時までに事務局に提出すること。 

（※ＦＡＸ，Ｅメールも可） 

回答は平成 26年 6月 5日(木) に本組合ホームページに掲載する。 

※ 審査基準の配点など審査に関する事項や他参加者の状況、その他技術提案に対して必 

要ないと判断される質問は回答しない。 

（５）技術提案書の提出 

ア 技術提案書提出期限：平成 26年 7月 1日(火) 午後５時まで 

 イ 提出場所：事務局 

ウ 提 出 物 :下記項目 7（2）に示した書類一式なお、1業者につき 1点に限る。 

エ 提出部数：正本 1部、副本（正本の写し）9部の合計 10部 

  なお、正本については会社名を記入し、副本は全ページ会社名は無記名とする。 

 オ 提出方法：持参又郵送によること。 

    持参の場合は、土曜、日曜及び祝日を除く平日の午前 8時 30分から午後 5時まで 

とする。郵送の場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法により提出す 

ることとし、受付締切日の午後 5時までに必着とする。また、提出期限までに、書類 

の提出がない場合は、プロポーザルへの参加を辞退したものとみなす。 

（６）審査 

mailto:keikaku@hadanoshi-iseharashi-kek.or.jp
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審査は選定委員が行い、評価項目、評価の視点は次の表のとおりとする。 

表 評価項目、評価の視点 

評価項目 評価細目 評価の視点 

１会社内容・ 

人員体制 

受注実績・技術者の確保状況、施工状況 

メンテナンス体制、緊急時の体制、人員体

制等 

受注実績に基づいた継続的な受注状況、施工

状況、管理技術者の確保状況、事務所の所在地、

メンテナンスに対応ができる組織体制、時間的

な対応等。 

２設備と 

技術内容 

 

 

 

火葬炉設備フローシート、計装フローシー

ト、燃焼計算書、設備容量計算書、炉設備

仕様書 

本プロポーザル要領書に示した設備フローシ

ート及び整合性。燃焼計算書、設備容量計算書

と整合性など、本プロポーザル要領書に記載し

ている機能及び性能が達成できる設備機器。 

主燃焼炉の構造、設備性能、炉内台車、主

燃焼バーナー等 

再焼炉の構造、設備性能、再燃焼バーナー

等 

排気設備及び排気筒 

排ガス冷却設備 

排ガス処理設備（バグフィルター設備） 

電気、計装設備 

制御、運転操作 

３環境保全対策 

環境保全対策の考え方（排ガス・ダイオキ

シン類の対策、悪臭及び騒音・振動対策） 

環境保全対策の考え方と設備内容との整合

性。環境保全目標値に対応ができている設備機

器。メンテナンス及び修理補修、消耗品等安価

で効率の良いシステム。 

排ガス等測定実績値（環境保全目標値）と

の比較 

４安全対策 
通常時の安全対策 火葬炉の運転に係る施設設備の安全対策及び

火葬作業における安全性の確保。 緊急・災害時の安全対策 

５施設管理 

火葬コスト 

燃焼計算書、設備容量計算書との整合性。維

持管理費用の縮減の努力。 

火葬炉設備設置に必要な空間は、組合が計画す

る面積との比較。 

修理・補修、消耗品費、保守点検費、 

耐用年数等 

火葬炉設備設置空間 

ランニングコスト及び施設運営に関するコ

ストの縮減の考え方と取組 

６工事見積額等 

火葬炉設備工事見積額 

専有面積による建設費への影響 

火葬炉設備仕様書との整合が取れ、縮減の努

力が図られた金額。 

火葬炉設備設置に係る専有面積による建設費

への影響。 イニシャルコスト縮減の考え方と取組 
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（７）プレゼンテーション、ヒアリングの実施 

技術提案書提出者に対し、非公開のプレゼンテーション及びヒアリングの場を設ける。 

実施方法については次のとおりとする。 

ア 会社概要及び火葬炉設備の特徴等の説明は提出された技術提案書を基本とする。 

なお、事務局が用意したパソコン、プロジェクターを使用し説明してもよい。 

イ 追加資料の配布、模型等の持込みは禁止とする。 

ウ プレゼンテーション及び質疑応答は、技術提案書提出の火葬炉事業者に所属する社

員（営業部門及び技術者等）が行い、出席者は４人以内とする。 

エ プレゼンテーションは、20分以内とする。 

オ 審査を行う上で、公平性を確保するためプレゼンテーション及びヒアリングに用い

る資料等については名称を伏せるとともに、名称が推測できる記述、記載をしないこ

ととする。 

カ その他詳細については、別途、事務局から連絡する。 

（８）審査結果の通知 

技術提案書提出者には、審査結果を通知する。 

なお、審査結果についての異議は受け付けない。 

また、項目別評価点は公表しない。 

 

 

 

 

 

評価項目 評価細目 評価の視点 

７プレゼンテー

ション、ヒアリ

ング 

プレゼンテーションにおける説明状況、

ヒアリングにおける回答状況 

自社の設備機器についての特徴や性能等の明

確な説明。 

質問に対する適切かつ明確な回答。 

※ 技術提案書の評価にあたっての絶対条件 

項目別の評価にあたり、次の事項については必須条件とし、この条件に適合できない場合は

評価を行わず失格とする。 

１「火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針」(平成 12年 3月厚生省生活衛生課長通

知)に示されている次の事項 

（１）再燃焼炉における排ガス滞留時間を 1秒以上とすること。 

（２）火葬中は主燃焼炉及び再燃焼炉内の温度を 800℃以上に保つこと。 

（３）集じん器入口排ガス温度を 200℃未満とすること。 

２ 排ガス等の排出目標値において環境保全目標値に適合できていない項目があった場合。 

３ 設備容量計算において、プロポーザル要領書３頁(10)に示した条件（標準火葬重量、最大柩寸

法）が考慮されていない場合。 
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（９）日程 

項 目 年 月 日 

公告、プロポーザル要領書の公表 平成 26年 5月 14日(水) 

参加表明書受付期間 平成 26年5月 21日(水)～平成 26年5月 26日(月) 

参加資格確認結果通知 平成 26年 5月 28日(水)発送予定 

現場確認期間 平成 26年5月 29日(木)～平成 26年5月 30日(金) 

質問書受付期間 平成 26年 6月 2日(月)～平成 26年 6月 3日(火) 

質問回答期日 平成 26年 6月 5日(木)ホームページに掲載 

技術提案書提出期限 平成 26年 7月 1日(火) 

プレゼンテーション、ヒアリング調査 平成 26年 7月 30日(水)予定 

結果発表及び通知 平成 26年 8月 13日(水)予定 

 

７ 技術提案書作成要領 

（１）基本事項 

ア 提出図書は（2）に示すとおりとし、特に様式の定まっていないものは各社独自の形

式で提出するものとする。 

  イ 技術提案書は、Ａ４縦ファイルの左綴じ製本とすること。 

 

（２）提出図書 

  ア 火葬炉設備仕様書 

（火葬炉設備全体の具体的な設備仕様書を添付のこと。）・・・・・・様式１１参照 

イ 燃焼計算書、各設備容量計算書 

 (ｱ）火葬１体に係る燃焼計算書 

(ｲ）炉内容積及び燃焼負荷計算(主燃焼炉、再燃焼炉) 

(ｳ) 再燃焼炉における排ガス滞留時間計算書 

（ｴ）排ガス冷却に係る計算書 

（ｵ）集じん設備に係るろ布の必要面積と排ガス通過速度の計算書 

(ｶ) 炉体表面温度計算書 

(ｷ) その他主要各設備における設備容量計算書 

ウ 図面（次に示す図面を提出すること。なお、主要設備については組立図及び設備仕

様内容を記載した図面を提出すること。Ａ３サイズに縮小し、Ａ４縦ファイルに製本） 

(ｱ) 火葬炉設備フローシート及び火葬炉設備計装フローシート 

  （インターロック回路及びエマージェンシー回路が分かるように記載のこと。） 

(ｲ) 火葬炉設備設置にかかる配置図、平面図、立面図 

    ａ 排気筒出口高さは GLから概ね 13ｍ以内とする。 

ｂ 点検スペース等を考慮した必要寸法を詳細に示すものとする。 

(ｳ) 築炉構造図 

（ｴ) 炉内台車 

（ｵ) バーナー（主燃焼炉、再燃焼炉） 

   (ｶ) 燃焼用空気送風機 

(ｷ) 排ガス冷却設備   
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(ｸ) 排ガス冷却送風機 

(ｹ) 集じん設備 

(ｺ) 排気設備(誘引ファン) 

(ｻ) 煙道 

（ｼ）排気筒 

(ｽ) 残骨灰処理設備、集じん灰処理設備 

(ｾ) 柩運搬車、収骨用台車運搬車 

(ｿ) 炉前化粧扉 

(ﾀ) 炉前冷却室 

（ﾁ) その他必要な設備 

エ 電気計装に関する提出図書 

（ｱ）電気設備容量計算書及びシステム運転時負荷計算書 

（ｲ）各設備機器仕様書 

（ｳ）制御及び計装一覧表 

（ｴ）中央監視装置、現場操作盤、動力制御盤等必要な盤類の形態図及び制御システム 

内容 

オ 秦野斎場火葬炉事業者選定に係るプロポーザル参加表明書      様式１ 

なお、次に示す図書を添付すること。 

１．様式３   

２．様式３の８に示した建設業許可証の写し 

３．様式３の９に示した総合評定値通知書の写し 

４．様式３の１１に示した品質、環境マネジメントの認証取得の写し 

５．様式４の１に示した施工実績一覧表 

 

カ 秦野斎場火葬炉事業者選定に係るプロポーザルに対しての質問事項 様式２ 

キ 会社概要                            様式３ 

※ 通常の保守、点検等におけるメンテナンス体制と火葬炉設備の緊急停止時 

におけるメンテナンス体制等について示すこと。 

ク 施工実績                             様式４ 

ケ 排ガス等の測定実績値                       様式５ 

※ 同じ設備の納入 2施設について実績値を記載し、計量証明書も添付すること。 

コ 火葬時間実績（灯油）                    様式６－１ 

サ 燃料使用量実績                       様式６－２ 

シ 年間維持管理概要書                        様式７ 

※ 単年度に必要な維持管理の概要及び費用について記述するとともに、火葬炉設備 

の導入以後 15 年間に必要な維持管理の概要及び費用についても記述すること。 

ス 主要機器の修理、部品交換等の費用及び保証期間一覧         様式８ 

セ 項目別工事見積書                         様式９ 

※ 見積書の内容は提案書の内容を反映させたものとすること。 

ソ 提案事項 

(ｱ) 通常時の安全対策及び自然災害等に対する安全性の確保並びに緊急停止時等の対

策について                         様式１０－１ 
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(ｲ) コスト縮減等の取組みについて               様式１０－２ 

タ 炉設備の特徴についてのアピール 

    自社の炉設備において最も特徴としている事項(強調すべき点)を簡潔に列記する

こと。（Ａ４片面 ２枚以内） 

※ 提案する各設備については、１３に示す「火葬炉設備における基本的事項」を考 

慮して設備計画を行うこと。 

 

８ 提出書類の取り扱い 

（１）提出された参加表明書、技術提案書等は返却しない。 

（２） 提出された参加表明書、技術提案書等は事業者選定の目的以外で参加事業者の承諾無

く公表及び使用は行わない。 

(３) 技術提案書の作成のために発注者が示した資料は、発注者の了解なく公表、使用する

ことはできない。 

 

９ 失格事項 

（１）技術提案書に虚偽の記載がある場合 

（２）技術提案書の提出方法、提出先及び期限に適合していない場合 

（３）選定に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（４）定められた以外の方法で委員又は関係者に連絡を求めた場合 

（５）その他本要領等に違反した場合 

 

１０ 提出書類の作成及び検査等の費用 

（１）提出書類の作成、提出及びプレゼンテーション並びにヒアリングへの参加に係る費用

は、全て参加者の負担とする。 

（２）工事期間中に行う各設備機器の製作段階における検査等の費用は受注者の負担とする。

ただし、本組合職員が検査等に出向くための旅費は除く。 

 

１１ 秦野斎場火葬炉設備工事契約成立の要件 

  秦野斎場火葬炉設備工事（以下「本事業」という。）の契約成立については、秦野市伊

勢原市環境衛生組合契約、財産及び施設に関する条例（昭和４５年条例第２号）第１条の

規定により、例とする秦野市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例(昭和３９年条例第３２号)の規定により本組合議会の議決を要する。したがって、「本

契約」の締結までは、最優秀事業者との契約を保証するものではなく、契約に至らなかっ

た場合でも、本組合はその損害賠償の責を負わない。 

  なお、本事業の予算は平成２８年度当初予算に計上し、契約の締結については、同年度

中に本組合議会の議決を経て「本契約」を予定している。 

 

１２ 事業計画等の変更及び中止 

（１）今後の社会情勢や財政事情の変化、政策変更、その他不可抗力等により、本組合は事

業計画及びスケジュールを変更し、又は中止をする場合がある。 

（２）火葬炉事業者選定の過程において前項の事態に至った場合、提案者に対して本組合は

一切の責を負わない。 
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１３ 火葬炉設備における基本的事項 

（１） 共通事項 

ア 火葬炉は、運転中のトラブルによって炉を停止するような事態が発生してはならない。

したがって、受注者はあらゆる事態を想定し設計に反映させ、炉が停止するようなトラブ

ルの発生が皆無となるよう努めること。 

イ 火葬炉設備の運転及び保全のため、必要な歩廊、階段、手摺、架台、点検台等を炉本体

及び各機器の周囲に設けること。また、火葬作業時において十分な作業スペースや保守点

検スペースを確保し、空調換気等により良好な作業環境の確保に努めること。 

ウ 炉本体、煙道、冷却設備、排気設備等の高温となる箇所については、断熱(又は保温)施

工し、夏場において表面温度を室温+20℃以下とすること。 

エ 触れて火傷の恐れのある場所については、断熱施工をすること。 

オ 配管については、勾配、保温、火傷防止、防露、防錆、防振、凍結防止、エア抜き等を

考慮して計画し、つまりが生じやすい管には掃除が容易なように考慮すること。 

また、耐震施工をすること。 

カ 塗装については、耐熱、耐薬品、耐油、耐腐食、配色等を考慮すること。また、配管の

塗装については、各流体別に色分けし、流体表示と流れ方向を明示すること。 

キ 火葬業務に支障がないよう、自動操作の機器は手動操作への切り替えができること。 

ク 大規模地震の際にも、人の安全、施設機能の確保が図れるよう施工すること。 

ケ 停電から復電した場合においても、安全かつ迅速に各設備の稼働ができること。 

コ 火葬炉設備の構造、機器の配置等については、修理、保守、点検、整備を考慮すること。 

 

（２） 火葬炉設備の基本仕様内容 

ア 火葬炉本体 

(ｱ） 主燃焼炉 

ａ 火葬炉はすべて大型炉型式とすること。 

ｂ 炉の構造は、耐震及び耐熱の堅牢なものであって、かつ隙間から外気の浸入がない

ように、気密性を十分保てるものとすること。また、台車移動による柩の収容、焼骨

の取出しが容易な構造とすること。 

ｃ 炉の構造材は、使用場所に応じた特性及び十分な耐久性を有するものを用いるこ 

と。 

ｄ 主燃焼炉は、遺体及び副葬品の完全燃焼ができ、主燃焼バーナー着火 5分以内から

遺体の火葬が終了するまでの間、ダイオキシン類の発生抑制に必要な 800～950℃の温

度を保持できること。 

ｅ ケーシング（炉枠）表面温度は共通事項ウに示した温度以下とすること。 

ｆ ケーシング（炉枠）は厚さ 3.2㎜以上の鋼板製で、溶接等による密閉構造とするこ

と。 

ｇ 遺体の尊厳に十分配慮した設備構造とすること。 

ｈ 火葬中は、炉内の状況が確認できるよう安全対策を施したのぞき窓を設けること。

また、のぞき窓と一体又は近接箇所にデレッキ作業用の開口部を設けること。 

（ｲ）断熱扉・昇降設備 

ａ 堅牢で開閉操作が容易であり、かつ断熱性、気密性が保持できる構造とすること。 

ｂ 自動での開閉操作が容易で、かつ手動でも開閉可能な構造とすること。 
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（ｳ）炉内台車 

柩の収容、焼骨の取出しが容易で耐熱性、耐スポーリング性を有し、汚汁浸透による

臭気発散がないこと。 

（ｴ）台車移送設備 

炉内台車を冷却前室及び主燃焼炉内に電動で移動でき、安全に運転できるものとす 

る。切換えにより、手動操作可能な方式とすること。 

（ｵ）再燃焼炉 

ａ 主燃焼炉からの燃焼ガス中のばいじん、臭気、ダイオキシン類の除去に必要な温度

800℃以上を保ちつつ、最大燃焼ガス量に対して１秒以上滞留できる構造、容積を有

すること。なお、再燃焼炉用バーナー着火後 5分以内に炉内温度を 800℃以上に上昇

でき、遺体の火葬が終了するまで温度保持ができること。また、これらの状況の確認

ができるデータを提出のこと。 

ｂ  主燃焼炉からの燃焼ガスと再燃焼炉用バーナー火炎とが十分に混合、撹拌燃焼でき

る構造とすること。 

ｃ 炉の構造材は、使用場所に応じた特性及び十分な耐久性を有するものを用いること。 

イ 燃焼設備 

（ｱ） 主燃焼炉用バーナー（灯油） 

ａ  火葬に適した機能及び性能を有し、遺体、副葬品等の完全燃焼に必要な空気と燃料

の制御が自在で、安全確実な着火と、失火がなく安定した燃焼状態を維持できること。 

ｂ 取扱いが容易で安全性が高く、狭角長炎の火炎形状バーナーとすること。 

ｃ 遺体の腹部等の難燃部に火炎照射できる（上下 15度以上の傾動）機能を有するバ

ーナーとすること。または、これと同等の対応がされていること。 

ｄ 非常時における燃料としても灯油を使用する場合の対策を考慮すること。 

（ｲ） 再燃焼炉用バーナー（灯油） 

ａ バーナー着火後 5分以内に炉内温度を 800℃以上に上昇でき、主燃焼炉からの燃焼

ガスの再燃焼に必要な炉内温度（800℃以上）を保持できる性能を有し、かつ安全確

実な着火と安定した燃焼状態が維持できる広角短炎の火炎形状バーナーとすること。 

ｂ 主燃焼炉からの燃焼ガス温度やガス量の変化に迅速に対応できる応答性に優れた

ものであること。 

ｃ 非常時における燃料としても灯油を使用する場合の対策を考慮すること。 

（ｳ） 燃焼用空気送風機 

別置型又はバーナーの一体型を問わず、遺体、副葬品等の完全燃焼に必要な空気を

供給できる能力を有し、バーナーの燃焼容量の変化に対する所要圧力の変動が少ない

高効率のもので、騒音、振動について考慮したものであること。 

（ｴ）燃料供給設備 

     火葬に必要な次の設備を設置し、必要な容量と性能を有すること。 

     サービスタンク(980ℓ)、オイルポンプ等、地下タンク及びサービスタンクから供給す 

る供給経路にはオイルストレーナ、オイルポンプ、油圧弁、流量計等を設備すること。 

  

ウ 排ガス冷却設備 

（ｱ） 火葬によって発生する最大燃焼ガス発生時においても、空気混合や熱交換器により

200℃以下に冷却できる能力を有し、ガス量の変動に迅速対応できる設備とすること。 
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（ｲ） 設備構成材は、十分な耐食性、耐熱性を有するとともに、ダストの固着等が生じな

いものとし、メンテンス性を考慮した設備とすること。 

（ｳ）排ガス冷却ファンは火葬によって発生する最大燃焼排ガスの冷却に必要な能力を有し、

ガス量の変動に迅速対応できる設備とすること。 

(ｴ) 熱交換器を設置する場合は「火葬場における有害物質の排出状況調査及び抑制対策に

関する研究」(平成 22年 7月 29日厚生労働省健康局生活衛生課長通知)に示されている

触媒処理装置、活性炭吸着設備の設置を考慮すること。 

エ 排ガス処理設備 

（ｱ） 集じん設備（バグフィルター設備等） 

ａ 最大燃焼ガス量においても、前記 P4 5(11)に示す環境保全目標値をクリアできる

性能を有するとともに、耐久性、維持管理性を考慮した設備とすること。 

ｂ 燃焼排ガスや結露等による鋼板の腐食や捕集ダストの固着が生じない設備とする

こと。 

ｃ 集じん設備の上部は十分な空間を確保し、ろ布等の交換作業に影響を及ぼさないよ

うな設備とすること。 

ｄ ろ布については、耐熱性及び除じん効率を考慮した材質を使用し、目づまり防止す

るため、ろ布に付着した飛灰やばいじんを除去することを考慮した設備とすること。 

ｅ ろ布は、熱による軟化点 200℃以上のもので、酸やアルカリの影響によって強度や

能力低下のない素材のものであること。 

ｆ ろ過流速は、除じん効率、目づまり、ろ布等の寿命を考慮し、使用するろ布に適合

したものとすること。 

ｇ 運転中に集じん器内に捕集ダストが堆積して運転に支障及ぼさないように、捕集ダ

ストを集じん灰処理設備まで、搬出できる装置を設けること。 

オ その他公害防止設備 

前記した環境保全目標値を遵守するため、必要な設備がある場合には記載すること。 

カ 排気設備   

(ｱ）排気設備(誘引ファン等) 

ａ 火葬によって発生する最大燃焼排ガスの冷却後の最大排ガス量に対応する連続排

気能力を有し、炉内圧を適切な負圧維持ができること。 

ｂ 耐熱性、耐食性に優れた材質を使用し、また、結露、騒音、振動等の対策について

考慮した設備とすること。 

(ｲ) 炉内圧制御装置 

ａ 火葬によって発生する燃焼排ガス量の変化に迅速に対応でき、安定燃焼ができる炉

圧制御装置を設備すること。 

ｂ 使用する部材については、十分な耐久性、耐熱性、耐食性を有する材質のものを選

定すること。 

(ｳ) 炉内温度制御装置 

火葬炉内の燃焼温度を維持でき、急激な温度変化が生じた場合でも、安定燃焼がで

きるように炉内温度を制御する装置を設備すること。 

(ｴ) 煙 道 

ａ 再燃焼炉出口から排気筒までの各機器、設備を連結するための煙道は、燃焼排ガス

流量に適した断面積を有し、ダストの堆積がなく、熱による膨張、収縮を考慮した設
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備とすること。 

ｂ 高温の中で使用する部材及び作業環境に影響を及ぼす部位に使用する部材につい

ては、十分な耐熱性、耐食性を有する材質のものを使用すること。 

ｃ 内部の点検、補修がしやすい構造とし、適所に点検口等を設けること。 

ｄ 強制排気装置の故障によって、火葬を中断した場合にも、火葬を再開し完了できる

システム及び構造とすること。 

ｅ 系列において、強制排気設備等が故障した場合を考慮して他の系列により処理でき

るようバイパス煙道を考慮すること。 

ｆ 結露を防止する対策をすること。 

(ｵ) 排気筒（短煙突） 

ａ  本施設の特殊性及び周辺環境に配慮した高さと頂部口径とし、排出ガスの大気拡散

を考慮した構造、排出ガスなどによる耐食性、耐久性に優れた材質のものを使用する

こと。 

ｂ 降雨や降雪の影響を受けることのない構造とし、結露を防止する対策をすること。 

ｃ  周辺環境に影響を与える騒音や振動が発生しない構造とすること。 

ｄ  排ガス測定作業を安全に行える位置に測定口を設けること。 

キ 電気・計装設備 

火葬炉設備に必要な全ての電気設備及び計装設備とする。 

なお、火葬炉設備の運転及び管理面で作業能率の向上及び安全が図られるとともに、保

守、維持管理が容易で、十分な耐久性を有するものとする。 

（ｱ）電気設備 

ａ 受変電設備、非常用発電機設備は、工事範囲外とする。ただし、非常用電源の容量

に限りがあるため、停電時等の非常時において、2 炉 1 系列となる火葬炉が交互運転

となるインターロック回路を設けること。 

ｂ  火葬炉設備動力制御盤１次側までの電源工事は、工事範囲外とする。 

ｃ 電源通電及び操作機器の状態表示灯、必要により警報装置を設けること。 

ｄ 電動機には原則として現場操作盤を設け、3.7ｋｗ以上の電動機には、中央監視装

置及び現場操作盤に電流計を設けること。 

ｅ 遺族や会葬者の目に触れるスイッチ類、電線類等は美観上優れた材質、形状、配色

で厳粛な葬送空間に見合った意匠とすること。 

ｆ 電線管は、原則として金属管とすること。 

ｇ 動力制御盤は、鋼板製自立閉鎖型とし、主要な力率改善は低圧個別方式とすること。 

ｈ 動力制御盤への電源は系列毎に供給することから、動力制御盤は系列毎とすること。 

（ｲ）計装設備 

ａ 火葬炉設備の運転操作、監視、制御の集中化と自動化を行うことにより、火葬炉設

備運転の信頼性の向上と省力化を図るとともに、運転管理に必要な情報収集を合理的、

かつ迅速に行うものとする。 

ｂ 火葬炉設備の運転・制御はコンピューターシステムとし、分散形制御システムを採

用して危険分散を図るとともに、電気制御 (E)、 計装制御 (I)、 CRTオペレーショ

ン(C)統合システムによる各設備、機器の集中監視、操作及び自動順序起動、停止制

御、自動火葬制御をはじめとする各種自動制御を行うものとする。 

また、運転及び運営管理に必要な情報を各種帳票類に出力するとともに、運営及び
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保全管理に必要な統計資料の作成ができるシステムとすること。 

ｃ 機器の運転は、現場操作盤及び中央監視装置のどちらでも行えるものとするが、現

場操作盤での操作が中央監視装置での操作より優先されるようにすること。 

d  停電によるシステム障害を防止するため、無停電電源装置を設けシステムの保護を

行うものとすること。なお、システム障害により中央監視制御装置が機能しない場合

においても、手動により容易に火葬炉の運転が可能なシステムとすること。 

e   火葬炉設備を構成する各装置や計装機器等が炉系列毎に具備され、運転制御も原則

として炉系列毎に構築するものとすること。 

ｆ 運転管理が適切に行えるよう、プロセス監視に必要な機器、表示灯、警報器等を具

備すること。 

ｇ 計装制御一覧表にまとめ提案すること。 

（ｳ) 監視設備 

ａ  排気筒からの排出ガスの状態を監視するため、監視カメラ、監視モニターを設置す

ること。カメラ及びモニターを設置する場所及び台数、型式等は提案によるものとす

る。 

ｂ 運転に必要な監視カメラ、監視モニターを設置すること。カメラ及びモニターを設

置する場所及び台数、型式等は提案によるものとする。 

ｃ 適正な燃焼状態を監視するため、ＣＯ、Ｏ2 計を排気筒に設置すること。型式等は

提案によるものとする。 

ク その他の設備等 

（ｱ） 炉前化粧扉 

ａ 美観上優れた材質(アルミ鋳物製)、形状で厳粛な葬送空間に見合った意匠とし、防

音、断熱を考慮した構造とすること。 

ｂ 自動での開閉操作が容易にでき、かつ手動でも開閉可能な構造とすること。 

(ｲ) 炉前冷却室 

ａ  火葬後の焼骨及び炉内台車を冷却する空間で、火葬前最後の告別時に遺族等から見

える場所であり清潔に保つ必要があることから、美観に配慮するとともに、耐熱性、

耐久性のある清掃が容易な材質を使用すること。 

ｂ  焼骨及び炉内台車の冷却が１５分以内にできる構造とすること。 

(ｳ) 残骨灰処理設備 

      ａ 収骨後の炉内台車に残った火葬灰等の処理のため、真空掃除装置を残灰室に設置す

る。装置は、耐熱性、耐食性に優れた材質とし、騒音、振動対策について考慮した設

備とすること。 

ｂ 炉系列毎に吸引口を設け十分な吸引力を有する装置により、残灰室まで残骨灰を真

空輸送できること。 

(ｴ) 集じん灰処理設備  

ａ 集じん設備の捕集ダストの処理のため、真空掃除装置を残灰室に設置する。装置は、

耐熱性、耐食性に優れた材質とし、騒音、振動対策について考慮した設備とすること。 

ｂ 炉系列毎に吸引口を設け十分な吸引力を有する装置により、残灰室まで残骨灰を真

空輸送できること。 

※ 残灰室に設置する真空掃除装置は、残骨灰処理設備及び集じん灰処理設備を兼用しな

いこと。 
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(ｵ) 柩運搬車 

ａ 柩を霊柩車から告別室及び炉前ホールまで移送する電動式運搬車であり、運転操作

性に優れ安全に運転できるものとする。切換えにより、手動操作可能な方式とするこ

と。 

ｂ 柩運搬車から炉内台車へ柩の移し替えが容易にできる構造とすること。 

ｃ 遺族や会葬者の目に触れるものであり、美観上優れた材質、形状で厳粛な葬送空間

に見合った意匠とすること。 

(ｶ)  収骨用台車運搬車  

ａ  炉前冷却室で冷却された炉内台車を収骨室まで運搬する電動式台車であり、運転操

作性に優れ安全に運転できるものとする。切換えにより、手動操作可能な方式とする

こと。 

ｂ 遺族や会葬者の目に触れるものであり、美観上優れた材質、形状で厳粛な葬送空間

に見合った意匠とすること。 

   (ｷ)  適切な運転等 

a  作業員の火葬開始の操作信号により、断熱扉が開き、炉内台車を炉内に引入れ、強

制排気装置及び燃焼用送風機の運転、集じん設備の運転、再燃焼炉バーナーを点火し

再燃炉が所定の温度となり、主燃焼炉バーナーが点火して火葬を開始すること。 

b 火葬炉の自動運転制御は、再燃焼炉の残存酸素濃度と温度による制御を基本とする。

また、火葬中は、黒煙の発生、炉内の燃焼ガスの噴出等がないよう適切な運転制御を

行うこと。 

c 火葬開始から一定時間が経過したことを自動のアラーム音等により報知し、のぞき

窓等により炉内の状況を確認して作業員が行う火葬終了の操作信号により、火葬を終

了させること。 

d 炉内台車は、火葬終了後、主燃焼炉で一定時間冷却した後に炉内から炉前冷却室ま

で自動的に引出され、収骨に適した温度まで冷却されること。 

e 火葬中の停電等により運転を緊急停止した場合、燃焼ガスをバイパス煙道等による

自然通風排気を行うことができ、火葬炉の運転を自動停止するシステムとすること。 

f 計装設備は、各社独自のシステムとするが、各設備の動作状況が分かる機能を有す

ること。 
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<様式１> 

 

 

秦野斎場火葬炉事業者選定に係るプロポーザル参加表明書 

 

平成  年  月  日 

（あて先） 

秦野市伊勢原市環境衛生組合 

組合長 古 谷 義 幸           

 

 

住  所 

名  称 

代 表 者                   ㊞ 

電話番号 

Ｆ Ａ Ｘ 

Ｅメール 

 

 

秦野斎場火葬炉事業者選定に係る技術提案について、参加することを表明します。 

  

 

 

なお、次に示す図書を添付すること。 

１．様式３   

２．様式３の８に示した建設業許可証の写し 

３．様式３の９に示した総合評定値通知書の写し 

４．様式３の１１に示した品質、環境マネジメントの認証取得の写し 

５．様式４の１に示した施工実績一覧表 
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<様式２> 

 

秦野斎場火葬炉事業者選定に係るプロポーザルに対しての質問書 

 

平成  年  月  日 

（あて先） 

秦野市伊勢原市環境衛生組合 

組合長 古 谷 義 幸           

 

        

住  所 

名  称 

代 表 者                         ㊞ 

電話番号 

Ｆ Ａ Ｘ 

Ｅメール 

 

 

秦野斎場火葬炉事業者選定に係るプロポーザルに際して次の事項を質問します。 

 

質   問   事   項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 提出期間 平成  年 月  日（ ）～ 月  日（ ） 
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<様式３> 

会 社 概 要 

１ 会  社  名  

２ 本 社 所 在 地  

３ 代 表 者 名  

４ 電話・FAX （電話）           （FAX） 

５ 設立年、資本金 （設立年）       年 （資本金）      万円 

６ 

社 

員 

数 

火葬業務従事者除く 社員数  名、事務職  名、技術職  名（内管理技術者  名） 

火葬業務従事者含む 社員数  名、事務職  名、技術職  名（内管理技術者  名） 

７ 当組合担当支社、 

支店又は営業所等 

（所在地） 

（名称） 

（電話）           （FAX） 

 火葬業務従事者除く 社員数  名、事務職  名、技術職  名（内管理技術者  名） 

保守点検等のメンテ

ナンス対応社員数 

社員数  名 ＊自社の社員であることを証明できる書類を添付の

こと 

火葬業務従事者含む 社員数  名、事務職  名、技術職  名（内管理技術者  名） 

８ 建設業許可区分・番号 

特定・一般の別  

国土交通大臣・知事許可の別  

許可番号  

登録業種  

９ 経営事項審査に係る総

合評定値通知書 
有 効 期 間  

１０ 配置予定技術管理者 

氏   名  

部   門  

管理技術者有効期間  

登 録 業 種  

１１ 品質、環境 

マネジメントの認証取得 

（取得している項目それ

ぞれを記載のこと） 

1.認証項目・期間・認証番号  

2.認証項目・期間・認証番号  

※ 配置予定管理技術者については、工事契約が平成 28 年度以降となることから、必要条件

を満たしていれば、工事契約時に変更することを認めるものとする。 

 



  - 21 - 

<様式３>続き 

 （１）保守点検や修理補修についての考え方 

 

 

 

 

 

 

 

（２）通常の保守点検等のメンテナンス体制について（図示すること） 

本組合対応の支店、営業所等における手持ち物件数に対する人員配置が分かるよう 

に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）火葬炉設備の緊急停止時におけるメンテナンス体制について（図示すること） 

緊急時における秦野斎場までの派遣要請から現地到着までの所用時間についてルート

等を考慮して記載のこと。 
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<様式４> 

施 工 実 績 

１ 平成 12 年度以降の

施工実績（年度別一覧

表を提出のこと） 

現在施工中の状況が分

かる資料とすること。 

※火葬炉数、使用燃料が

分かる資料とすること。 

全 国 施設数：  施設（火葬炉  炉 汚物炉  炉 動物炉  炉） 

関東 

地域 
施設数：  施設（火葬炉  炉 汚物炉  炉 動物炉  炉） 

２ 最近３年間の施工実

績（H22年度～H24年度） 

全  

国 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

施設数 施設 施設数 施設 施設数 施設 

火葬炉  炉 火葬炉  炉 火葬炉  炉 

汚物炉 炉 汚物炉 炉 汚物炉 炉 

動物炉 炉 動物炉 炉 動物炉 炉 

３ 最近３年間の契約実績の合計

額（火葬業務を除く火葬炉設備設

置工事、修繕工事等に係る実績と

する。） 

万円 万円 万円 

４ 

新 

し 

い 

納 

入 

先 

 

（最新の

ものから

記載して

ください） 

火 

葬 

場 

（１） 

県 名  自治体名  

施設名  供用年月  

管理者 
 整備手法 

単独、組合、PFI等 

 

設備概要 火葬炉   炉、汚物炉  炉、動物炉 炉、建物面積    ㎡  

問合せ先 
担当課：           

電話:            FAX： 

火 

葬 

場 

（２） 

県 名  自治体名  

施設名  供用年月  

管理者 
 整備手法 

単独、組合、PFI等 

 

設備概要 火葬炉   炉、汚物炉  炉、動物炉 炉、建物面積    ㎡  

問合せ先 
担当課：           

電話:            FAX： 

火 

葬 

場 

（３） 

県 名  自治体名  

施設名  供用年月  

管理者 
 整備手法 

単独、組合、PFI等 

 

設備概要 火葬炉   炉、汚物炉  炉、動物炉 炉、建物面積    ㎡  

問合せ先 
担当課：           

電話:            FAX： 

火 

葬 

場 

（４） 

県 名  自治体名  

施設名  供用年月  

管理者 
 整備手法 

単独、組合、PFI等 

 

設備概要 火葬炉   炉、汚物炉  炉、動物炉 炉、建物面積    ㎡ 

問合せ先 
担当課：           

電話:            FAX： 
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 <様式４続き> 

 

※ 施工実績には、２炉以上１系列の火葬設備を２系列以上設けた火葬場を１例以上記入し、

その内容を明記すること。明記する内容は、「4新しい納入先」の記載事項に準ずる。な

お、「4新しい納入先」に記入した施設が前記内容の施設である場合は、施設名のみを記

載すれば足りる。 

 

 

５ 灯油使用施設の施工実績（平成 12年度以降の実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全

国 
灯油施設 施設数 火葬炉数 

関

東 
灯油施設 施設数 火葬炉数 
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<様式５> 

排ガス等の測定実績値（燃料を灯油とする施設） 

項  目 
実  績  値 

火葬場 １ 火葬場 ２ 

１ 施 設 名   

２ 自治体名   

３ 集じん装置の形式   

４ その他排ガス処理設備   

５ 竣工年月   

６ 炉 数   

１ 排ガス濃度  

測定年月日   

(1)ばいじん量（ｇ／㎥）   

(2)硫黄酸化物        （ppm）   

(3)窒素酸化物         （ppm）   

(4)塩化水素          （ppm）   

(5)一酸化炭素         （ppm）   

(6)ダイオキシン類  （ng-TEQ/N㎥）   

(7)排ガス温度        （℃）   

※ 酸素濃度 12％換算値とする。 

２ 悪臭物質濃度 

測定年月日   

(1)アンモニア       （ppm）   

(2)メチルメルカプタン   （ppm）   

(3)硫化水素        （ppm）   

(4)硫化メチル        （ppm）   

(5)二硫化メチル       （ppm）   

(6)トリメチルアミン     （ppm）   

(7)アセトアルデヒド    （ppm）   

(8)スチレン        （ppm）   

(9)プロピオン酸      （ppm）   

(10)ノルマル酪酸      （ppm）   

(11)ノルマル吉草酸     （ppm）   

(12)イソ吉草酸       （ppm）   

(13)酢酸エチル       （ppm）   

(14)トルエン        （ppm）   

(15)キシレン        （ppm）   

(16)メチルイソブチルケトン （ppm）   

(17)イソブタノール      （ppm）   

(18)プロピオンアルデヒド   (ppm)   

(19)ノルマルブチルアルデヒド(ppm）   

(20)イソブチルアルデヒド   (ppm）   

(21)ノルマルバレルアルデヒド(ppm）   

(22)イソバレルアルデヒド  （ppm）   
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<様式５続き> 

３ 臭気指数 

測定年月日   

(1)排気筒出口   （臭気濃度）   

(2)敷地境界    （臭気指数）   

４ 騒音 

測定年月日   

(1)作業室内炉稼動時   （dB）   

(2)炉前ホール炉稼動時  （dB）   

(3)昼間敷地境界炉稼動時 （dB）   

５ 振動 

測定年月日   

(1)作業室内炉稼動時   （dB）   

(2)昼間敷地境界炉稼動時  (dB）   

     ※1 計量証明書及び該当施設の火葬炉設備フローシートを添付のこと。 

    ※2 本技術提案書による排ガス処理設備と同じ設備を備えた施設によるデータのこ 

と。 

 

６ 実績値が P4 に示した環境保全目標値を達成していない場合の対応方法を説明する

こと。（達成している場合については特に記載しなくても良い） 

 

 

 

火葬場１ 

 

 

 

 

 

 

 

火葬場２ 
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<様式６－１> 

火葬時間実績(灯油) 

 

社名              印 

 

火葬時間実績 (今回提案する設備と同様の設備のものすること) 

 

 

上記の内容は事実に基づき適切に記入されたものであることを証明する。 

  

 施設名：               施設管理者名：           印 

 

※ 別途着火、消火の時間がわかるデータを添付すること。 

（最近の 1か月間のデータ） 

※ 施設管理者については、当該施設の施設長又は当該施設を管理している自治体 

の担当課長。 

 

 

 

 

 

項  目 記 載 欄 

１ 施 設 名  

２ 測定期間 年  月  日 ～ 年  月  日 

３ 実 績  

(1)合計火葬件数                   件 

(2)合計火葬時間                   時間 

(3)1体当たり平均（分）                   分 
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<様式６－２> 

燃料使用量実績 

 

社名              印 

 

 

燃料使用量実績(今回提案する設備と同様の設備のものとすること。) 

 上記の内容は事実に基づき適切に記入されたものであることを証明する。 

  

 施設名：               施設管理者名：           印 

 

※ 別途着火、消火の時間がわかるデータを添付すること。 

（最近の 1か月間のデータ） 

※ 施設管理者については、当該施設の施設長又は当該施設を管理している自治体 

の担当課長。 

項  目 記 載 欄 

１施 設 名  

２測定期間 
年  月  日 ～ 年  月  日 

３実 績  

(1)合計火葬件数                   件 

(2)合計使用量（ℓ）                   ℓ 

(3)1体当たり平均使用量（ℓ）                   ℓ 
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<様式７> 

年 間 維 持 管 理 概 要 書 

１ 基本条件 

取扱件数 稼働日数 電気料金 燃料料金（灯油） 

※  2,798体／年  300 日／年   30 円／kwh  105 円／ℓ 

    （平成 24年度実績）   （平成 24年度実績、基本料含む）（平成 24年度最終月単価） 

※ 供用開始年度とする平成 31 年度予測火葬件数（2,551 件）と供用開始後 15 年後の平

成 45年度予測火葬件数（3,045件）の平均の件数とする。 

２ 電気･燃料使用料及び経費 

項   目 使 用 量 金   額 

電 気 kwh／体 円／体 円／年 

燃 料 ℓ／体 円／体 円／年 

３ 消耗品 

 

１年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

２年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

３年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

４年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

５年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

６年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

７年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

８年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

９年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

10年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

11年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

12年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

 

13年目 

品 名        合計 

千円 費 用        

14年目 
品 名        合計 

千円 費 用        

15年目 
品 名        合計 

千円 費 用        

合 計        千円 
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<様式７続き> 

４修理・補修費 

 

１年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

２年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

３年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

４年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

５年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

６年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

７年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

８年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

９年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

10年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

11年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

12年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

 

13年目 

補修箇所        合計 

千円 費 用        

14年目 
補修箇所        合計 

千円 費 用        

15年目 
補修箇所        合計 

千円 費 用        

合 計        千円 

 

 

 

 

 

 

 

15年間

合計 

消耗品費 千円 

修理・補修費 千円 

合  計 千円 

1年間平均 千円 
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<様式７続き> 

５ １年間に必要な火葬炉設備等の保守点検費 

※ 15年間に必要な経費の平均値を記入すること。 

    項    目 金  額(円/年) 年間の保守点検回数 

１ 火葬炉本体   

２ 燃焼設備   

３ 排ガス冷却設備   

４ 排ガス処理設備   

５ その他公害防止設備（詳細に記載のこと）   

６ 排気設備   

７ 電気、計装設備   

８ モニター設備   

９ その他必要な設備(詳細に記載のこと)   

合 計   

※ 項目の記載名は参考であり、必要な項目は各社にて個別に明示すること。 

 

６ 本火葬炉運転等に要する人員 

最少時  人～ 最大時   人 延べ     人／年         

合計人件費 

        円/年 

※ 炉前等でのサービス業務は除き、火葬炉の運転、保守点検、維持管理等の業務とする。 

※ 延べ人数は、1年間に必要とする職員数の合計とし、火葬件数の増加を考慮した 15年 

間の平均値を記入すること。 

 

７ 年間維持管理費 

※ 15年間に必要な維持管理経費(人件費含む)の 1年間の平均値を記入すること。 

 

計        円／年 
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<様式８> 

主要機器の修理・部品交換等の費用及び保証期間一覧 

設備・材料等 

修理・部 

品等の交換 

件数 

修理・部品 

等の交換費用 
保証期間 

備 考 

     円 （ 年  月） 

１ 主燃焼炉     

(1)セラミックファイバー     

(2)炉内耐火材     

２ 再燃焼炉     

(1)セラミックファイバー     

(2)炉内耐火材     

３ 再燃焼室チェッカー（火格子）     

４ 燃焼設備     

(1)主燃焼バーナー本体     

(2)主燃焼バーナーノズル部分     

(3)主燃焼バーナー付属機器     

(4)再燃焼バーナー本体     

(5)再燃焼バーナーノズル部分     

(6)再燃焼バーナー付属機器     

５ 炉内台車     

(1)炉内台車本体     

(2)台車表面耐火材     

６ ダンパー類     

(1)高温度部分（300℃以上）     

(2)その他（300℃以下）     

７ 熱電対     

(1)高温度部分（300℃以上）     

(2)その他（300℃以下）     

８ 集じん設備     

(1)バグフィルター     

(2)集じん設備本体     

９ 排ガス冷却設備     

(1)排ガス冷却設備本体     

(2)冷却ファン     

(3)その他設備（熱交換器等）     

10 排気設備（誘引ファン）     

(1)排気ファンモーター     

(2)インペラ     
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<様式８続き> 

※1 火葬炉設備７炉分の修理、部品等の交換費用についてのみ記入すること。 

※2 修理、部品等の交換に係る費用については、主要な機器の材料費、人件費など全ての

費用を 15年間にかかる費用として記入すること。 

※3 設備材料等の記載名は参考であり、必要な項目は各社にて個別に明示すること。 

 

 

 

 

 

11 排気筒     

12 現場操作盤及び制御盤等 
   今回計画す

る盤類全て 

13 制御機器(コントロールモー

タ等) 

    

14 その他(必要なものを記載)     

     

     

合  計     
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<様式９> 

項 目 別 工 事 見 積 書 

設 備 名 称 数量 単 価 金 額（円） 備 考 

火葬炉本体 

主燃焼炉 ７炉    

再燃焼炉 ７炉    

断熱扉・昇降設備 ７基    

炉内台車 ７基    

炉内台車移送設備 ７基    

燃焼設備 

主燃焼用バーナー(灯油) ７基    

再燃焼用バーナー(灯油) ７基    

燃焼用空気送風機 １式    

サービスタンク １式   980ℓ 

燃焼付属機器 １式    

排ガス冷却 

設備 

排ガス冷却設備 1式 
  冷却方式記載

のこと 

排ガス冷却ファン 1式    

排ガス処理設 

備等 

集じん設備（バグフィルタ） 一式   4基～7基 

その他公害防止設備 

(触媒等) 
一式 

  必要な場合は

記載すること 

排気設備 

排気設備(誘引ファン等) 一式   4基～7基 

煙 道 １式    

排気筒 １式   4基～7基 

その他の設備 

炉前化粧扉 ７基    

炉前冷却室 ７基    

残骨灰及び集じん灰処理設備 １式    

柩運搬車 ４台    

炉内台車運搬車 ４台    

付帯設備Ⅱ 

配管工事(燃料・空気等) １式    

保温工事 １式    

塗装工事 １式    

電気・計装 

設備 ※１ 

中央監視装置 １式    

現場操作盤 

７基 

又は

１式 

  今回計画す

る全ての盤類

を記載のこと 

炉制御盤等各種制御盤 １式   

動 力 制 御 盤 １式   

残骨・集じん灰処理設備操作盤 １式   

各種制御装置 １式    

計装設備工事 １式    

電気配線工事 １式    

その他 
保守点検工具 １式    

予備・消耗品 １式    
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<様式９続き> 

 

※1 火葬炉動力制御盤一次側までの配線工事及び接地工事は範囲外とする。 

※2 非常用発電設備工事は範囲外とする。 

性能試験費（公害測定費） 
4～7系

列 
  

各系列竣工後１

カ月 

工事施工中の各種検査費 １式   工場製品検査等 

小 計     

諸 経 費     

火葬炉設備工事費合計     

総 合 計 ―    



  - 35 - 

<様式１０－１> 

提案事項 

１ 通常時の安全対策及び自然災害等に対する安全性の確保並びに緊急停止時等の対 

策について次に示す項目の提案をＡ４用紙片面３枚以内で記載すること。 

（１）通常時の安全対策 

（２）災害等非常時の対策 

（３）火葬中の緊急停止時の対策 

（４）バックアップ燃料（灯油）への切替方法と設備内容 

（５）火葬炉設備における耐震性能の対策について 
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<様式１０－２> 

提案事項 

２ コスト縮減等の取組について次に示す項目の提案をＡ４用紙片面２枚以内で記載

すること。 

（１）イニシャルコスト縮減の取組 

（２）ランニングコスト縮減の取組 

（３） 施設運営にかかるコスト縮減の取組（運転員の作業軽減、空調設備への負荷軽減等） 
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<様式１１> 

秦野市伊勢原市環境衛生組合秦野斎場 

火葬炉設備仕様 ① 

項   目 仕様内容 

１ 火葬炉本体 

（１）主燃焼炉 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 寸 法  （炉内） 

         （外形） 

 

  エ 材 質・築炉構造  

・ケーシング （炉枠） 

・耐火材 

（側壁） 

       （天井） 

       （その他） 

  

オ 炉内圧 

 カ 炉内温度 

 キ 付属品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）断熱扉・昇降装置 

  ア 型 式 

  イ 数 量    

ウ 寸 法 

エ 材 質  

オ 構 造 

カ 付帯機器 

キ 付帯設備 

ク その他 

 

 

（３）炉内台車 

ア 型 式 

  イ 数 量    

ウ 寸 法 

エ 材 質  

オ 構 造 
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<様式 11 続き> 

火葬炉設備仕様 ② 

項   目 仕様内容 

（４）再燃焼炉 

  ア 型 式 

イ 数 量 

ウ 寸 法 

エ 材 質 ・築炉構造 

・ケーシング（炉枠） 

・耐火材 

         (側壁) 

              （天井） 

              （その他） 

オ 炉内圧 

カ 炉内温度 (測定位置記載) 

 キ 炉内容積 

  ク 排ガス滞留時間 

  ケ 付属品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 燃焼設備（灯油燃料） 

（１）主燃焼用バーナー 

ア 型 式   

イ 数 量 

ウ 燃料調節範囲、火炎形状 

エ 着火方式 

  オ 傾動可能範囲 

  カ 燃焼制御方式 

  キ 付属品 

 

（２）再燃焼用バーナー 

ア 型 式   

イ 数 量 

ウ 燃料調節範囲、火炎形状 

 エ 着火方式 

  オ 燃焼制御方式 

カ 付属品 

 

（３）燃焼用空気送風機 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 容 量     ・風 量 

            ・風 圧 

            ・電動機 

  エ 風量調整方式 

  オ 材 質 

  カ 駆動方式 

  キ 付属品 
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<様式 11 続き> 

火葬炉設備仕様 ③ 

項   目 仕様内容 

（４）燃料供給設備（灯油） 

  ア サービスタンク 

   (ｱ)型 式 

 (ｲ)容 量（980ℓ） 

 (ｳ)材質・構造 

 (ｴ)付属品 

 イ オイルポンプ（送油、給油） 

  (ｱ)型 式 

  (ｲ)数 量 

  (ｳ)容 量  (ℓ/min) 

(ｴ)付属品 

 

３ 排ガス冷却設備 

（１）排ガス冷却器 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 主要材質 

  エ 排ガス温度   ・入 口 

            ・出 口 

  オ 温度制御方式 

  カ その他 

 

（２）排ガス冷却ファン 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 容 量 

  エ 電動機 

  オ 主要材質 

  カ 風量制御方式 

  キ 付属品 

 

（３）熱交換器 

ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 主要材質 

  エ 排ガス温度   ・入 口 

            ・出 口 

  オ 温度制御方式    

  カ 設備としての必要寸法 

 

必要な場合は記載のこと 
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<様式 11 続き> 

火葬炉設備仕様 ④ 

項   目 仕様内容 

４ 排ガス処理設備 

（１）集じん設備（バグフィルター） 

ア 型 式   

イ 数 量 

ウ 処理風量 

 エ 排ガス温度 (入口温度) 

  オ 出口含じん量 

  カ フィルター材質 

キ 圧力損失 

ク バグフィルター面積 

ケ 排ガス流速 

コ 付帯設備   

 

（２）その他公害設備（触媒処理設備等） 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 触媒材質 

  エ 構 造 

  オ 耐熱温度 

  カ 処理ガス量 

  キ 必要寸法 

 

熱交換器を設置する場合は必ず設置のこと。 

 

 

 

５ 排気設備 

（１）排気設備(誘引ファン等) 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 容 量 

  エ 余裕率 

  オ 電動機 

  カ 主要材質 

  キ 耐熱温度 

ク 風量制御方式 

 

（２）炉内圧制御装置 

  ア 制御方式 

  イ 数 量 

  ウ 材 質    

エ 設置位置（必要な設備全て記載） 

 

（３）炉内温度制御装置 

ア 制御方式 

イ 数 量 

ウ 材 質 

エ 設置位置（測定位置） 
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<様式 11 続き> 

火葬炉設備仕様 ⑤ 

項   目 仕様内容 

（４）煙 道 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 材 質 

  エ 付属品 

 

（５）排気筒 

ア 型 式 

イ 数 量 

ウ 高 さ 

エ 頂部口径 

オ 材 質 

カ 排ガス吐出速度 

キ  排ガス温度測定（測定場所記載） 

ク  付属品 

 

６ その他 

（１）炉前化粧扉 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 寸 法 

  エ 材 質 

  オ 付属品 

 

（２）炉前冷却室 

  ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 寸 法 

  エ 材 質 

  オ 冷却方式 

カ 付帯設備 

 

（３）炉内台車運搬車 

ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 材 質 

 エ 寸 法 

 オ 重 量（積載重量） 

カ 付属品 
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<様式 11 続き> 

火葬炉設備仕様 ⑥ 

項   目 仕様内容 

（４）柩運搬車 

ア 型 式 

  イ 数 量 

  ウ 材 質 

  エ 寸 法 

  オ 重 量 

カ 付属品 

 

（５）残骨灰処理設備 

ア 残骨灰集じん設備 

(ｱ)型 式 

(ｲ)数 量 

(ｳ)風 量 

(ｴ)電動機 

(ｵ)払落し方法 

(ｶ)材 質 

(ｷ)付属品 

(ｸ)その他（残骨灰の処理方法） 

 

イ 吸引装置 

(ｱ)型 式 

   (ｲ)数 量 

   (ｳ)容 量 

   (ｴ)付属品 

 

ウ 吸引口 

(ｱ)型 式 

   (ｲ)数 量 

   (ｳ)口 径 

 

（６）集じん灰処理設備 

ア 型 式 

イ 数 量 

ウ 風 量 

エ 電動機 

オ 払落し方法 

カ 材 質 

キ 付属品 

ク その他（集じん灰の処理方法） 
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            火葬炉設備仕様 ⑦      <様式 11続き> 

項   目 仕様内容 

７ 電気計装設備 

（１）動力制御盤 

  ア 型 式 

  イ 内蔵機器 

  ウ 主要機能 

  エ 寸 法 

  オ 数 量 

  カ その他 

 

（２）中央監視装置 

  ア 型 式 

  イ システム内容 

  ウ 寸 法 

  エ 主要機能 

オ 数 量 

カ その他 

 

（３）現場操作盤 

  ア 型 式 

  イ 内蔵機器 

  ウ 寸 法 

  エ 主要機能 

  オ 数 量 

 

（４）炉前冷却室操作盤 

  ア 型 式 

  イ 内蔵機器 

  ウ 寸 法 

  エ 主要機能 

  オ 数 量 

 

（５）火葬炉制御盤  

  ア 型 式 

  イ 内蔵機器 

  ウ 主要機能 

  エ 寸 法 

  オ 数 量 

 

（６）残骨灰・集じん灰制御盤 

ア 型 式 

  イ 内蔵機器 

  ウ 主要機能 

  エ 寸 法 

  オ 数 量 
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            火葬炉設備仕様 ⑧       <様式 11 続き> 

項   目 仕様内容 

（７）その他の現場操作盤 

ア 型 式 

  イ 内蔵機器 

  ウ 主要機能 

  エ 寸 法 

  オ 数 量 

必要な盤類について記載すること 

（８）モニター設備 

  ア 排気筒監視用カメラ 

(ｱ)型 式 

   (ｲ)数 量 

   (ｳ)付属品 

  イ モニター 

   (ｱ)型 式 

   (ｲ)数 量 

  ウ CO、O２分析計 

   (ｱ)型 式 

(ｲ)数 量 

 

※ 項目等の記載内容は参考であり、必要な項目は各社にて個別に明示すること 

 

各主要設備機器等の必要面積等（８炉分の面積で記入のこと） 

設備機器名 設置階 面積（㎡） 高さ（m） 備考 

1 火葬炉本体     

2 排ガス冷却設備   ―  

3 燃焼用空気送風機   ―  

4 排ガス冷却送風機   ―  

5 集じん設備 

 （バグフィルター） 
   

 

6 排気設備   ―  

7 排気筒     

8 燃料供給設備（サービ

スタンク、オイルポン

プ） 

    

9 残骨灰及び集じん灰

処理設備 
    

10  火葬作業スペース及

び保守点検等スペース 
  ― 

 

11  中央監視室に必要な 

面積 
  ―  

※ 他の機器の面積に含む場合は、備考欄に具体的な設備、機器の名称を記載し、面積が

含まれる旨を記入すること。 


